
令和６年11月12日

　東御市議会議長　

中村　眞一 様

     

交付金額 140,000 円

支出金額 20,300 円

差引金額 119,700 円

（支出の内訳） （単位：円）

科　目 決　算　額 政務活動費充当額 説　明

調 査 研 究 費

研　修　費 16,000 16,000 第６８回市町村議会議員研修会

広　報　費

広　聴　費

要望・陳情活動費

会　議　費

資 料 作 成 費

資 料 購 入 費 4,300 4,300 研修会の参考書代（送料４００円）

人　件　費

事　務　所　費

計 20,300 20,300 

（実施事業）

事　業　名

〇議員研修受講

様式第８号(第７条関係)

　　　　　　会　派　名　　日本共産党　　　　　　　　

　　　　　　代表者氏名　　　窪田　俊介

令和６年度（上期）政務活動費収支報告書

　 東御市議会政務活動費の交付に関する規則第７条の規定により、下記のとおり、

 令和６年度（上期）政務活動費収支報告書を提出します。

記

事　業　内　容

自治体研究社主催の「第６８回市町村議会議員研修会Zoom開催」を受講



２　経　費

金額（円）

講座参加費 16,000

20,300

政務活動記録簿

会派名 日本共産党

事業名 第６８回市町村議会議員研修会（Zoom受講）

実施日 令和６年５月２２日（水）、２４日（金）

参加議員 窪田俊介

１　東御市における課題と研修・調査の目的

　自治体研究社が主催する、市町村議会議員研修会（Zoom）を受講。
　テーマは「公衆衛生」と「国民健康保険」の直近の政策を学ぶこと。
　新型コロナの５類への移行後、１年が経過する中で、課題整理や検証をまとまった形で提
示する講義が少なかった。そのためこの講座を受講した。

使途項目 経費の内容と内訳

合　計

　※　裏面に本事業に要した領収書その他支出を証する書類を添付のこと

資料購入費

「医療・公衆衛生の法と権利保障」（２０００
円税込）
「コロナ禍からみる日本の社会保障」（１９０
０円税込）
参考書送料（４００円） 4,300

調査研究費

研　修　費

広　報　費

広　聴　費

要請･陳情活動費

会　議　費

資料作成費

資料購入費

人　件　費

事 務 所 費

(該当項目に○)(該当項目に○)(該当項目に○)



３　実施概要　（視察箇所ごとに記載）　　　            　　　　　　 　（№１）

実施日時
令和６年５月２２日（水）
午後１時30分～午後４時

視察場所及び
部局等

オンライン（Zoom講座）

視察事項 「公衆衛生の意義、現状と課題」

（１）概要

（２）内容について

（３）所感・市政に活かせること

（視察先の写真等がある場合は添付）

報

告

内

容

　講師・鹿児島大学教授＿伊藤周平氏
　社会保障制度と医療・保健政策の成り立ちなど基本をふり返ると同時に、コロナ禍でお
こった「医療崩壊」の原因を学習。また特別報告では感染症対応にあたった保健師（山本
民子さん）から実態がどうだったのかなど報告があった。

　医療・保健の個々の制度等には頻繁に触れてきたが、公衆衛生と生存権という体系で身
に着けていないので購入した資料を何度も読み直さないと身につかないと思う。社会保障
は毎年、細かい改正があり、それに合わせた対応に現場は追われ、一方で議論の中心は医
療費抑制、公費抑制が中心を占めてきた。議会でも権利保障の観点で議論をする機会はほ
とんどない。反省ばかりである。特別報告では、「人口当たりの保健師数が多い自治体ほ
ど、コロナに感染する人の割合が低い」実態が示された。

　６月、９月の定例会で関連質問の土台とした。



３　実施概要　（視察箇所ごとに記載）　　　            　　　　　　 　（№２）

実施日時
令和６年５月２４日（金）
午後１時３０分～午後３時30分

視察場所及び
部局等

オンライン（Zoom講座）

視察事項 「国民健康保険制度の概要と課題」

（１）概要

（２）内容について

（３）所感・市政に活かせること

（視察先の写真等がある場合は添付）

報

告

内

容

　　講師・神奈川自治労連執行委員・神田敏史氏
　国民健康保険の現行制度の概要と今後の対応について受講。

　国民健康保険制度の概要と課題がテーマだが、制度の成り立ちを含めて住民の健康増進
と保持の役割について講義があった。同時に現在は財政単位を都道府県化していく過程に
あり、どんな課題があるのか、またマイナ保険証と現行の健康保険証廃止についても講義
があった。

　６月、９月定例会での関連質問に用いた。財政単位の都道府県化の先に「保険料水準の
統一」があるが、先行自治体では保険料の高騰を招いている。実際には国保のもつ財政上
の構造的な問題解決に国が責任を持たない限り、統一は困難。政策は医療費抑制と病床削
減など医療提供体制のコントロールに重点が置かれ、コロナ禍以降も変わっていない。引
き続き、権利保障の観点からしっかり議論できるよう学習をつづけたい。


